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　本連載シリーズは，人事組織の
形態，役割分担と責任，経営・ビ
ジネス側からの人事部門への期待
に焦点を当てて，人事部門の改革
（HR Transformation）に関する
先進事例の紹介や今後への提言を
示していく。第 2回目は「ビジネ
ス主導の人事組織への変革」を取
り上げたい。

戦略人事の立ち位置が
M＆Aやグローバル化で崩壊

　人事部門の改革，人事ガバナン
スの見直しというのは過去に何度
も行われてきた。今の潮流の一番
の特徴は，これまでが人事部門主
導の国内本社人事部門改革だった
のに対し，今起こっているのは「ビ
ジネス主導のグローバル人事部門
改革」だということである。確か
にM＆A，海外進出，イノベーシ
ョン等加速するビジネスニーズを
もっと効果的に支える人事部門に
変わるべきだという経営・ビジネ
ス現場側からの期待やプレッシャ
ーは非常に高い。
　しかし，誤解のないようにお伝
えしたいのはビジネス主導の人事
のあり方・ガバナンスモデルとは，

「ビジネス部門に牽引されるだけ
の受け身的な人事部門になること
やビジネス現場に組織・人事の権
限を全面的に委譲さえすればすべ
てうまくいくはずだ」という主張
ではないということだ。
　むしろ人事部はスリムな組織に
なりながらも高度化し，より積極
的にビジネス部門に介入・貢献し
ていくことが求められている。で
は原点に立ち返って，日本企業の
人事部門はこれまで経営やビジネ
ス現場から遠い存在であったのだ
ろうか？　そんなことはない。む
しろ欧米と比べても日本の人事部
門は“戦略人事”という立ち位置
で，経営陣・人事部・ビジネス現
場が三位一体で密接に寄り添う体
制をとりながら，自社の組織と人
材の将来像を描き，人材マネジメ
ントサイクル全体（採用・配置・
育成・異動・処遇・代謝）を主体
的に推進してきた。将来経営者に
なるような優秀人材が経験するキ
ャリアパスの 1つとして人事部門
が認識されている会社も多い。
　しかし，加速するM＆Aやグロ
ーバル化の進展に伴い，スピード
経営，事業別経営管理への移行等

の背景から，ヒト・モノ・カネの
経営 3資源を現場側が強く主導す
る流れとなり，これまでの人事ガ
バナンスモデルが崩れてしまっ
た。加えて，多くの日本企業では
特にグローバル化対応という喫緊
の課題を解決するために事業部門
組織のなかに「海外事業部」と呼
ばれる組織を立ち上げ，本社人事
組織の手の及ばない所で，人事関
連の取り組みがバラバラに行われ
てしまっていることが多い。結果
として，本社人事部は事業部門内
部の組織・人事や海外組織に対し
てガバナンスが効きにくく，対応
が後手に回っているのが実態だ。
この動きが進むと下記のような人
事ガバナンス上の問題が浮き彫り
になる。

□組織・人材関連情報がグローバ
ル全体で可視化できない
□人事データに関する品質担保が
できず，会計やコンプライアン
ス上の問題が発生する
□人事関連全体のコスト管理や費
用対効果が分からなくなる
□グローバルで人事オペレーショ
ンの効率化ができず，事業部単
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位での最適化に留まる
□人事部が経営やビジネス現場に
対する戦略的ビジネスパートナ
ーになっていない
□全社最適での人材開発や人員配
置ができず，事業部内での人材
囲い込みが進む

　日本企業で特にこの“タガが外
れてしまった人事ガバナンス”を
見直そうという背景から着目され
ているのが「ビジネス主導のグロ
ーバル人事部門改革」だ。加速す
るビジネスのグローバル化に合わ
せてガバナンスの範囲を国内から
海外まで広げ，ビジネスサイドへ
組織・人事の権限委譲を適切に行
う。一方で人事部門は要諦を押さ
え，全体最適の視点に立った組
織・人事のマネジメントを行うと
いう新しい関係性を目指す必要が
ある。

ビジネス主導人事変革の推移

　この改革では，人事組織の構成
や業務の進め方に限らず，人事部
門と従業員・マネジャーがどのよ
うに人事に関するサービスを提供
し，享受するかという，人事部門
の根本的なあり方の再定義が迫ら
れる。具体的には，人事部はより
戦略的な業務に注力するととも
に，人事業務の効率化や透明性を
人事システムやオペレーションの
改善を通じて実現することも求め

られる。加えて，マネジャーセル
フサービス（MSS）や従業員セ
ルフサービス（ESS）と呼ばれ
るコンセプトとそれを実現する装
置（例：ポータル）も必要となる。
　MSSとは今まで人事部が担っ
ていた人事異動や賃金変更などの
判断業務を現場のマネジャーへ委
譲し，意思決定スピードを促進す
るのが目的だ。
　まずは欧米系・日系を問わず，
戦略的パートナーとしての人事組
織の確立とマネジャー主体の人事
マネジメントへの移行がどれぐら
い進んでいるのかを見てみたい。
人事システムというインフラ整備
の観点からの示唆が図表 1だ。
　これは米国企業のデータである
が，オペレーションに必要な人事
情報管理システムを大半の企業が
導入している一方で，単なるデー
タマネジメントから一歩踏み込
み，要員計画や分析・シミュレー
ションの段階に至る企業はほとん

どない。また，この調査からは，
業界に関係なく，このような変革
が活発な米国でもオペレーション
業務の人事からまだ脱却できず，
戦略的パートナーとしての役割を
十分に担うまでには至っていない
ということが推察できる。
　次に，マネジャー主体の人事マ
ネジメントへの移行を日米の調査
結果から見てみる。米国企業を主
に調査したMSS/ESSの導入割合
（図表 2）は，2012年から2013年
の 1年間の推移だけを見ても10
％程度増加しており，すでに半数
以上の企業で導入済みという事実
を合わせて考えると米国では確実
に主流になりつつある趨勢が分か
る。
　次に弊社が日本に拠点を置く企
業120社超（外資系日本法人を含
む）に対して実施した『ワークス
タイル実態調査2014』によれば，
ESSの導入が35.9％とそれなりの
浸透率であるのに対して，MSS

図表 1　人材情報管理の浸透と対照的に戦略的機能は未整備

人材情報管理
セルフサービスツール
ヘッドカウント管理
タレントマネジメント
レポート・分析ツール
要員計画・シミュレーション
ソーシャルメディアツール

 92％ 87％ 94％ 93％ 84％ 94％ 94％ 94％ 88％ 92％ 94％
 44％ 33％ 49％ 49％ 42％ 52％ 45％ 40％ 35％ 42％ 45％
 43％ 26％ 46％ 52％ 29％ 48％ 40％ 41％ 36％ 57％ 46％
 57％ 47％ 59％ 61％ 47％ 65％ 61％ 54％ 46％ 51％ 61％
 44％ 29％ 48％ 47％ 37％ 52％ 43％ 48％ 37％ 35％ 44％
 14％ 8％ 15％ 16％ 6％ 16％ 11％ 17％ 15％ 10％ 13％
 33％ 27％ 34％ 30％ 32％ 28％ 34％ 37％ 20％ 38％ 40％
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出所：CedarCrestone, “2013‒2014 HR Systems Survey”
　　　業界ごとの人事アプリケーション導入状況調査結果
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の導入済企業は18％にとどまっ
ていた。米国での推移とは対照的
にマネジャー主体の人事マネジメ
ントへの移行の機運はない。しか
し「意思決定に時間がかかる」「マ
ネジャーがチームを実質的にマネ
ジメントしにくい」といった旧態
依然とした職場環境のままで，果
たして日本企業は熾烈なビジネス
競争を勝ち抜けるだろうか。

「マネジャー像」の再定義
なくして変革なし

　この問題は，現場への新システ
ム導入や組織・人事権の権限委譲
という狭義なものではなく，マネ
ジャーとしてのあるべき働き方と
いう観点でとらえたい。
　「自社におけるマネジャーの定
義を教えてほしい」と問われたと
き，どのように答えるだろうか？　
名刺に「マネジャー」と書かれて
いる社員，一定の等級以上の社
員，“名ばかり”ではなく部下の業
務管理を行っている社員等，ばら
ついてしまうのが常だ。グローバ
ル人事システムを通じて世界規模
で会社の組織やレポートラインを
つなぐようなプロジェクトでは，
必ず遭遇する混乱である。欧米と
比べると極端に曖昧な日本の「マ

ネジャー」という定義がグローバ
ル組織設計，レポートライン設定，
現場への権限委譲を進める足かせ
になる。
　日本企業で「マネジャー」の定
義が曖昧になる背景には，日系企
業の伝統的な人事制度や処遇が色
濃く影響している。職能等級制度
は能力が上がることによりランク
が上がっていく仕組みであり，基
本的に一度身につけた能力は変わ
らない前提だ。役割や職務ではな
く能力に基づくので部下の有無に
関わらず，一定の段階で「マネジ
ャー」として扱う人材がかなり混
在している。2000年代の成果主
義人事ブームで職務等級制度・役
割等級制度が日本でも導入が進ん
だものの，米国の厳密な定義に基
づく運用とは異なり，限りなく従
来の職能等級制度の読み替えやマ
イナーチェンジにとどまっている
ことが多い。職能等級制度は日本
的な長期的視野での人材育成やモ
チベーション向上施策として依然
として有効であり，特に日系製造
業はこの日本的な良さ・持ち味を
競争力の源泉として尊重し，グロ
ーバル展開局面でも横展開するこ
とがある。我々も職能制度自体は
否定しない。問題は運用面の建て

直しである。
　ここではグローバル企業の日本
法人において，チェンジマネジメ
ントという仕組みを活用し，マネ
ジャー像を再構築した事例を紹介
しよう。人事部の効率化を目指し，
グローバル人材データベースとと
もにMSS/ESSというコンセプト
を本格的に導入した。変革の目的
が十分に浸透していなかった当初
は，「現場に人事業務を押し付け
て，人事は楽をしたいのではない
か」といった反発や，「結局は人
事が手伝ってくれるだろう」とい
う様子見的な態度，「どんな操作
性・機能性なのか」という技術的
興味等の意見が散見された。つま
り，“マネジャーが部下の成果・
処遇・キャリアを主体的に管理・
運用し，チームの業績最大化をも
たらす”という変革の目的が忘れ
られていたのだ。
　危機感を感じた人事は，新しい
マネジャー像を浸透させるため
“名ばかりマネジャー”のポジシ
ョンを見直し，現場のマネジャー
に対しては会議や研修等で，業務
上の変化だけでなく「新しいマネ
ジャー像」について説明する機会
を設け，周知徹底を図っていった。
こうした取り組みを根気強く実施
した結果，“人事部が勝手に変革
をしている”という受け止め方か
ら，“ビジネス側の変化が引き金
になってマネジャーの役割は転換
期を迎えており，人事部とともに

図表 2　米国ではMSS/ESSモデルは急速に浸透中

HR サービスデリバリーモデル調査 2012 2013
従業員セルフサービスモデル（ESS）を導入 55％ 64％
マネジャーセルフサービスモデル（MSS）を導入 46％ 56％
マネジャーがレポート・分析ツールを使用 12％ 15％

出所：CedarCrestone, “2013‒2014 HR Systems Survey”
　　　サービスデリバリートレンド 2012‐2013 調査結果から一部抜粋
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自分たちも変わる必要があるの
だ”というマインドにシフトして
いった。
　この事例からの教訓は，ツール
や運用の説明から入らずにマネジ
ャーに期待する新しい役割・責任
を明確にして，実現したい本来の
目的を伝えていく努力を怠っては
いけないということだ。

人事側の変革推進は
HRBP主体に

　次に人事側に焦点を当てたい。
ビジネス側に対する戦略的なパ
ートナー役を期待されるのは
「HRBP（HRビジネスパートナ
ー）」と呼ばれるポジションであ
る。彼らには人事とビジネス両面
の知識を兼ね備え，実際にビジネ
ス側で人事の仕事を推進していく
ことが求められる。

　M＆Aプロジェクトを例にとっ
て考えてみよう。CoE（Center 
of Excellence）と呼ばれる人事専
門分野のエキスパートが人事制度
統合や労働組合対策を担当する一
方で，HRBPはよりビジネス視点
に立った統合推進を期待されてい
る。新社における商品やチャネル
戦略を理解し，一方で新社の人事
制度統合の方向性も理解したうえ
で，ビジネス側と人事側の調整を
しながら，ビジネスにとって最も
効果の出る人材モデル（人員配置
案や要員・人件費計画）を作り上
げる旗振り役となる役割だ。日系
企業でも伝統的に「事業部人事」
という役割は存在するが，本社人
事との連絡役やオペレーションを
担うのではなく，ビジネス側の戦
略立案や実行に深く関与するのが
HRBP本来の期待役割である。
HRBPを人事組織のなかで機能さ

せることは，実は非常に難しい。
求められるスキル・素養が多岐に
わたることから，適任者の人選が
難しいのだ。手順としては，
HRBPに求められるスキルや素養
を明確にしたうえで，社内人材を
育成していくしかない。
　すでにこのモデルに移行してい
る欧米企業でもHRBPのスキル問
題は顕在化している。デロイトで
はこの問題を解決すべくHRBPア
カデミーと呼ばれる育成体系を策
定し，様々なクライアントに対し
て，HRBP養成プログラムを展開
している（図表 3）。この養成プ
ログラムはHRBPに求められるス
キルをクラスルーム研修・Eラー
ニング・ウェビナー・コーチング
等を組み合わせて展開している。
能力開発の実際はOJT80％，この
ような研修プログラム20％とい
った程度の割合になるが，この
20％をきちんと行うことが実践
での自己成長を後押しする。
　必要なスキルを明確化し，現存
の社員とのギャップを洗い出し，
必要な教育を施していくことは人
事部が従業員に対して行う人材開
発のアプローチと何ら変わりな
い。人事部員自体がプロフェッシ
ョナルになるために学習と経験が
必要なのだ。
　ビジネス主導の人事ガバナンス
変革の を握るマネジャーと人事
側HRBPの役割再設定と人材育成
が求められている。

図表 3　ビジネス・人事・コンサルティングを学ぶHRBP育成プログラム

出所：HR Business Partner Academy 2012: Deloitte’s framework to develop HR business partner capabilities　　　　　　
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